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公債は、施設の建設などのため、国や銀行などから借り入れた資金です。
（令和3年3月31日現在）

公債の現在高

目 的 現 在 高

総務債 防災基盤整備事業 9,395万3千円

民生債 高齢者在宅サービスセンター建設、特別養護
老人ホーム建設などのため 24億7,692万9千円

教育債 社会教育施設建設および学校の校舎など整備
のため 31億2,903万円

減税補てん債 住民税の特別減税による減収補てんのため 17億5,870万7千円

合計 74億5,861万9千円

決算のあらまし 決算のあらまし

区 分 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率
渋谷区 ― ※1 ― ※1 △3.8 ― ※2

早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 350.0
財政再生基準 20.0 30.0 35.0

①特別区税
552億8,331万1千円
40.5％（0.4％）

②国庫支出金
376億1,265万2千円
27.5％（220.1％） 

③都支出金
101億8,007万6千円
7.5％（44.0％）

④繰越金
83億9,309万2千円
6.1％（△20.4％）

⑤地方消費税交付金
80億7,155万2千円
5.9％（12.9％） 

⑥使用料及び手数料
58億8,398万6千円
4.3％（△3.2％）

⑩その他
43億4,039万円
3.2％（△9.0％） 

⑦特別区交付金
32億7,157万2千円
2.4％（△50.1％）

⑧繰入金
20億円
1.5％（100％） 

⑨諸収入
14億9,717万2千円
1.1％（△21.5％） 

①民生費
490億5,426万2千円
38.3％（10.4％）

②総務費
388億3,760万1千円
30.3％（42.4％）

③教育費
116億5,205万5千円
9.1％（10.3％）

④土木費
107億5,435万円
8.4％（37.9％）

⑦その他
79億7,233万円
6.2％（103.8％）

⑤衛生費
52億9,701万9千円
4.1％（29.3％）

⑥環境費
46億2,199万円
3.6％（4.5％）

｢地方公共団体の財政の健全化に関する法律｣の施行に伴い、平成19年度決算より
地方公共団体は、財政の健全性に関する4つの指標（健全化判断比率）を算定して、
監査委員が審査をし、その意見を併せて議会に報告した上で、区民に公表すること
が義務付けられました。区の数値は、4指標とも国の定める基準（早期健全化基準お
よび財政再生基準）を大きく下回っており、区財政が健全であることが分かります。

令和2年度の各会計の決算が、第3回区議会定例会で認定されました。区の決算は、一般会計と3つの特別会計（国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢者医
療事業）ごとにまとめています。各会計の決算額は、以下のとおりです。

区の財務書類は、平成20年度より総務省方式改訂モデルに基づき公表してきましたが、29年度から複式簿記を用いた民間企業の財務書類により近い東京
都方式に準じて作成しています。道路、橋梁などインフラ資産を固定資産として計上したほか、税収を行政コスト計算書の収入に計上するなど、区の財政面の
概要（一般会計）を一覧できる様式となっています。

全ての会計で実質赤字額がないため、｢実質赤字比率｣と｢連結実質赤字比率｣は算定さ
れません。
区が将来負担すべき負担額より、基金など負担額に充当できる財源が上回っているため、
｢将来負担比率｣は算定されません。

※1

※2

令和2年度決算に基づく健全化判断比率について

財務書類令和2年度決算のあらまし

令和3年度上半期（4〜9月）予算の執行状況

渋谷区の健全化判断比率の状況

歳入
科 目 予算現額 収入済額 執行率

億 万 千円 億 万 千円 %
特別区税 499 123 9 265 2,902 5 53.2
地方譲与税 4 710 1 1 2,649 0 31.1
利子割交付金 1 3,729 2 6,652 0 48.5
配当割交付金 6 8,420 6 2 2,410 4 32.8
株式等譲渡所得割交付金 7 4,463 2 0 0.0
地方消費税交付金 81 6,164 2 45 9,172 5 56.3
環境性能割交付金 9,237 1 2,929 0 31.7
地方特例交付金 9,719 8 8,330 2 85.7
特別区交付金 15 0 0 0 0.0
交通安全対策特別交付金 2,687 5 1,369 7 51.0
分担金及び負担金 8 3,941 5 3 5,421 7 42.2
使用料及び手数料 60 3,131 7 28 6,263 6 47.5
国庫支出金 183 5,277 7 53 1,315 8 29.0
都支出金 73 3,890 6 15 9,929 8 21.8
財産収入 13 759 0 8 9,780 2 68.7
寄附金 2 4,659 2 5,576 1 22.6
繰入金 32 0 0 15 0 0 46.9
繰越金 63 1,010 6 79 5,224 6 126.0
諸収入 16 2,180 3 7 2,884 3 44.9
計 1,070 106 2 529 2,811 4 49.5

歳出
科 目 予算現額 支出済額 執行率

億 万 千円 億 万 千円 %
議会費 7 5,511 2 3 7,100 5 49.1
総務費 165 7,274 0 55 8,032 6 33.7
民生費 484 4,522 9 193 6,574 8 40.0
衛生費 92 4,852 9 25 8,529 1 28.0
環境費 51 1,810 6 22 3,383 7 43.6
産業経済費 15 6,780 7 2 9,943 5 19.1
土木費 82 3,827 7 18 2,846 1 22.2
教育費 110 1,883 1 42 3,525 1 38.4
公債費 13 3,474 0 6 6,360 5 49.7
諸支出金 44 3,170 8 2,468 6 0.6
予備費 2 6,998 3 0 0.0
計 1,070 106 2 371 8,764 5 34.8
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①

②

②

③

③

④
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⑤

⑤

⑥

⑥

⑦

⑦

⑧⑨⑩

区有資産には、区民の皆さんが利用する区の施設、学校、公園のほ
かインフラなどがあります。主なものをお知らせします。

※土地は取得価格です。

（令和3年3月31日現在）

主な区有資産

数 量 現 在 高
土地 （約558,753㎡） 1,995億6,165万円
建物 （約552,275㎡） 1,051億7,899万円
工作物 （5,010点） 40億6,887万円
重要物品 4億7,628万円
インフラ資産 9,703億7,016万円
基金 （10件） 1,132億1,396万円

貸借対照表は、各年度末の区の資産の状況と、これに対応した負債、純資産の状況を対比表示したも
のです。

※各項目とも、表示単位未満を四捨五入しています。端数の調整をしていないので合計額と一致しない場合があり
ます。

貸借対照表

科 目 元年度 2年度 増 減 科 目 元年度 2年度 増 減
資産の部 負債の部

Ⅰ流動資産 466 507 41 Ⅰ流動負債 25 23 △ 2 

現金預金 84 83 △ 1 還付未済金 1 1 0 

収入未済 21 21 0 特別区債 13 12 △ 1 

不納欠損引当金 △ 2 △ 1 1 賞与引当金 8 8 0 

基金積立金 361 401 40 その他流動負債 3 3 0 

その他流動資産 2 2 0 Ⅱ固定負債 205 190 △ 15 

Ⅱ固定資産 13,411 13,621 210 特別区債 75 62 △ 13 

有形固定資産 2,935 3,088 153 退職手当引当金 124 123 △ 1 

無形固定資産 1 20 19 その他引当金 0 0 0 

重要物品 4 5 1 その他固定負債 6 4 △ 2 

リース資産 7 7 0 負債の部合計 230 213 △ 17 

インフラ資産 9,650 9,704 54 純資産の部

建設等仮勘定 28 29 1 純資産 13,647 13,915 268 

投資その他の資産 785 769 △ 16 （うち当期純資産増減額） 165 267 102 

純資産の部合計 13,647 13,915 268 

資産の部合計 13,877 14,128 250 負債及び純資産の部合計 13,877 14,128 250 

（元年度:2年3月31日現在、2年度:3年3月31日現在） 単位:億円

行政コスト計算書
行政コスト計算書は、行政活動に伴って発生した収
入･費用を表しています。

科 目 金 額
通常収支の部
Ⅰ行政収支の部

１行政収入 1,257 
地方税等 557 
交付金等 133 
国庫支出金・都支出金 476 
分担金及負担金 7 
使用料及手数料 59 
その他行政収入等 26 

２行政費用 1,159 
給与関係費 165 
物件費等 968 
引当金繰入額等 27 
その他行政費用 0 

Ⅱ金融収支の部
１金融収入 1 
２金融費用 1 

通常収支差額 98 
特別収支の部

１特別収入 107 
２特別費用 0 

当期収支差額 204 

（2年4月1日～3年3月31日） 単位:億円

※物件費等には、行政サービスの提供に伴う委託料など
のほか、生活扶助等の社会保障費、補助金、施設維持経
費及び減価償却費などを含みます。引当金繰入額等に
は、退職手当引当金繰入額などを含みます。

⑥環境費
（ごみ収集や環境対策など）
 ・渋谷区ふれあい植物センター

リニューアル事業
⑦その他

（産業振興、公債費その他）
 ・スタートアップ･エコシステム

形成促進事業
 ・中小企業事業資金融資
 ・地域経済活性化事業

③教育費
（学校教育、生涯学習など）
 ・ICT教育推進事業
 ・プログラミング教育支援
④土木費

（区道や橋の整備など）
 ・恵比寿西二丁目複合施設
（仮称）整備
 ・宮下公園オープン
 ・インクルーシブ公園整備&

新プレーパーク整備
⑤衛生費

（区民健診や健康増進など）
 ・渋谷区子育てネウボラ事業
 ・渋谷区PCRセンター運営
 ・受動喫煙防止対策

①民生費
（福祉事業や子育て支援など）
 ・待機児童対策
 ・高齢者ケアセンター跡地複合施設（仮称）

整備
 ・介護人材確保･人材育成事業
 ・福祉施設利用者等PCR検査事業
 ・福祉施設事業継続支援給付事業
②総務費

（災害対策、地域振興、区政運営など）
 ・渋谷区パートナーシップ証明取得助成
 ・東京オリンピック･パラリンピック関連事業
 ・クラウドファンディング支援事業
 ・渋谷区くみんの広場事業
 ・多言語対応AED整備
 ・LINEを活用したオンライン申請
 ・渋谷区ふるさと納税

2年度の主要な施策

※パーセントは構成比
  （　）内は前年度比

一 般 会 計

一 般 会 計

国民健康保険事業会計
科 目 予算現額 収入・支出済額 執行率
歳入 240億7,610万1千円 102億5,839万7千円 42.6％
歳出 240億7,610万1千円 84億386万1千円 34.9％

介護保険事業会計
科 目 予算現額 収入・支出済額 執行率
歳入 155億9,306万6千円 79億5,973万円 51.0％
歳出 155億9,306万6千円 63億7,499万2千円 40.9％

後期高齢者医療事業会計
科 目 予算現額 収入・支出済額 執行率
歳入 59億7,733万円 23億9,973万6千円 40.1％
歳出 59億7,733万円 17億4,171万3千円 29.1％

特 別 会 計

問 資産総合管理課資産管理係
03-3463-1490 FAX 03-5458-4932

問 財政課予算係 03-3463-1169 FAX 03-5458-4921

問 会計管理室審査係 03-3463-2953 FAX 03-5458-4950

特 別 会 計
国民健康保険事業会計

科目 決算額 対前年度比
歳入 234億8,855万5千円 △1.2％
歳出 228億8,855万5千円 △2.4％

科目 決算額 対前年度比
歳入 56億1,903万3千円 3.1%
歳出 55億7,090万1千円 2.8%

科目 決算額 対前年度比
歳入 153億490万1千円 △0.8％
歳出 144億5,846万8千円 △2.4％

介護保険事業会計

後期高齢者医療事業会計

問 財政課予算係 03-3463-1169 FAX 03-5458-4921

決算額
1,281億

8,960万7千円
（25.1％）

歳 出

決算額
1,365億

3,380万3千円
（23.1％）

歳 入

●実質赤字比率
一般会計の実質的な赤字額が、標準的な収入に対してどのくらいの割合にな
るのかを示す指標

●連結実質赤字比率
全会計（一般会計･国民健康保険事業会計･介護保険事業会計･後期高齢者
医療事業会計）を合算した実質的な赤字額が、標準的な収入に対してどのく
らいの割合になるのかを示す指標

●実質公債費比率
一般会計の実質的な借入金等の年間返済額が、標準的な収入に対してどのく
らいの割合になるのかを示す指標

●将来負担比率
一般会計が抱える実質的な負債の残高が、標準的な収入に対してどのくらい
の割合になるのかを示す指標

〔用語の説明〕








